
漁協運営型陸上養殖プロジェクト実施要領 

 

 本実施要領では、漁協運営型陸上養殖プロジェクトを行うための事業者を募集する。 

 

１ 事業の背景と目的 

気候変動の影響等により、東京の漁業生産量は海面・内水面とも減少を続けてい

る。とりわけ、今後の更なる水温上昇、渇水・ゲリラ豪雨等による濁水など、特に

内水面養殖業における飼育環境の悪化が予想される。 

一方、近年、技術革新により様々な魚種で閉鎖循環型陸上養殖が行われ、気候に

左右されず、安定した生産ができるようになりつつある。 

そこで、この分野で強みを持つ民間事業者等と連携し、東京型の閉鎖循環型陸上

養殖ビジネスモデルを創出し、水産業の振興と地域活性化への貢献を目指す。 

 

２ 公募の趣旨  

本業務は、閉鎖型陸上養殖技術に高い専門性を必要とするとともに、生産性・経

済性を高めるための実証実験を行い、採算の取れるビジネスモデルを構築、地域活

性に結びつける必要がある。 

 

３ 本事業について 

本事業では、東京型の陸上養殖に関する優れたアイディアや技術等を有する民間

事業者を公募・選定し、東京型の陸上養殖ビジネスモデル創出に向けた実証実験に

対して、事業係る経費負担や技術的助言を実施する。 
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４ 募集の内容 

（１） 募集対象企業者（応募要件） 

対象事業者は、次に掲げるすべての事項を満たす企業であること。 

① 都内での陸上養殖の技術革新につながる事業を展開できる民間事業者である

こと。 



② 実証事業期間中、あるいは実証事業期間終了後数年以内に、構築した東京都陸

上養殖モデルを実現するための、具体的な道筋を示していること。 

③ 東京都陸上養殖モデル構築につながる実証事業の実施能力を有するとともに、

幅広い社会実装を成し遂げる明確な意思があること。 

④ 財務状況が健全であり、実証事業に必要な資金を調達できる見込みがあること。 

⑤ 東京都電子調達システム入札参加資格があること。ただし、入札参加資格がな

い事業者が申込をする場合は、参加申し込みの際、次に掲げる書類を併せて提出

するものとする。 

ア 履歴事項全部証明書（登記簿謄本の写し） 

発行後３か月以内のものに限る（法人の場合に限る） 

イ 貸借対照表・損益計算書 

直前決算のものに限る（法人の場合に限る） 

ウ 法人事業税（地方法人特別税を含む）の納税証明書 

未納額がないことを確認できるものに限る（法人の場合に限る） 

消費税及び地方消費税の納税証明書（未納額がないことを確認できるもの

に限る） 

⑥ 定期的な進捗報告、成果報告ができる体制を構築できること。 

⑦ 事業に関する情報や実証事業の写真・動画を広報に利用することに同意するこ

と  (ただし、財産権を伴う技術情報など、公表に適さないものを除く) 。 

⑧ 同一事業期間内に、同一の実証事業に対する国や他の地方自治体からの委託や

助成を受けていないこと。 

⑨ 法令等もしくは公序良俗に反していない、あるいは反するおそれがないこと。 

⑩ 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第 77

号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。）又は暴力団員（暴力団員による不

当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定する暴力団員をいう。）及び

それに関わるものとの関与がないこと。 

⑪ 会社更生法（平成 14 年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立て、又

は民事再法（平成 11年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立てがなさ

れている者でないこと。 

⑫ 都からの指名停止措置を講じられていないこと。 

⑬ 過去に国・都道府県・区市町村等が実施する事業に関して、不正等の事故を起

こしていないこと。 

⑭ 連鎖販売取引、ネガティブ・オプション (送り付け商法) 、催眠商法、霊感商

法など公的資金の支援先 として適切でないと判断される業態を営んでいない

こと。 

 



（２） 事業の内容 

事業の内容は、以下のとおりとする。 

① 実証実験用施設の整備 

(ア) 都内多摩地区に実証実験のできる施設を整備し、建物を新設する場合には

リース契約に基づくものとし、所有権は東京都には帰属しないものとする。 

(イ) 用地取得もしくは用地賃借に係るすべての費用については、事業者の負担

とし、既存の貸倉庫等の利用も可能としる。その際の賃借料は負担金に含

むものとする。 

 

② 実証実験（詳細については提案内容とする） 

(ア) 飼育関連 

 養殖事業として採算に見合う魚種を選定、育成。比較実験等も実施。検証

する項目は以下のとおりとする。 

 効率的な飼育方法の確立に向けた IoT・ICT・AI等の活用 

 陸上養殖に適した餌料の検討等 

 育成期間の短縮方法の開発・検証等 

(イ) 販売関連 

 市場価値の高い出荷サイズの検証 

 販売先の提案・開発 

 流通システムの提案・開発等 

(ウ) 地域振興 

 雇用の創出 

 加工品の提案・開発 

 地産地消の推進等 

③  陸上養殖モデル構築 

実証実験を踏まえ、都内で漁協等が陸上養殖事業を行うためのモデルを以下の

とおり作成する。 

(ア) 効率的な生産技術（IoT・ICT・AI等の利用、餌料他） 

(イ) 生産規模と施設規模 

(ウ) 流通・販売戦略 

(エ) 地域活性化のための方法 

(オ) 採算分岐点の明確化 

  

（３） 実施体制 

実施体制は以下のとおりとする。 

① 本事業の目的を理解し、陸上養殖に深く精通したコーディネーターを１名以上



設置し、プロジェクトを遂行できる体制を整えること。また緊急時に東京都へす

ぐに連絡できる体制を整えること。 

② コーディネーター等配置場所 

コーディネーター等は実証実験用施設に常駐を求めないが、常時 IoT を利用

した監視を行うこと。 

 

５ 協定締結について 

今年度締結する漁協運営型陸上養殖プロジェクトの実証実験用施設の整備に関する

協定書は、実証実験用施設の整備（図１の赤枠部分）とする。４（２）実証実験及び

陸上養殖モデル構築（以下、実証実験等）の実際の検証作業は別途、各年度に締結す

る。 

 なお、提案書は実証実験等の具体的な内容も記載すること。 

図１：想定スケジュール 

 

６ 応募方法及び選定方法 

（１）応募方法 

① 募集スケジュール 

漁協運営型陸上養殖プロジェクト募集要項による。 

② 提案書の様式 

漁協運営型陸上養殖プロジェクト募集要項による。 

③ 提案書の提出方法 

漁協運営型陸上養殖プロジェクト募集要項による。 

（２）選定方法 

漁協運営型陸上養殖プロジェクト業者決定基準による。 


